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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

株　主　各　位

第40回定時株主総会招集ご通知
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

株主資本等変動計算書
及び個別注記表

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

日本ナレッジ株式会社
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株主資本等変動計算書

(2024年4月 1 日から
2025年3月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰　余　金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 217,100 146,100 12,240 158,340 7,251 697,780 705,031 △76 1,080,395

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 2,751 △30,271 △27,519 △27,519

当 期 純 利 益 82,904 82,904 82,904

自 己 株 式 の 取 得 － － －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 2,751 52,633 55,385 － 55,385

当 期 末 残 高 217,100 146,100 12,240 158,340 10,002 750,414 760,417 △76 1,135,780

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 3,352 3,352 1,083,748

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △27,519

当 期 純 利 益 82,904

自 己 株 式 の 取 得 － －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 69 69 69

当 期 変 動 額 合 計 69 69 55,454

当 期 末 残 高 3,421 3,421 1,139,202

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 1 －
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個別注記表

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）によっております。
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

③ 棚卸資産
仕掛品　　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）、
2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物　　　　　　　　　２年〜50年
・構築物　　　　　　　　10年〜20年
・工具、器具及び備品　　２年〜10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・自社利用のソフトウエア：利用可能な有効期間（５年以内）に基づく定額法
・市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）

に基づく均等配分額とのいずれか大きい金額を計上する方法によっております。
③ リース資産（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞与引当金　従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合
う分を計上しております。

－ 2 －
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個別注記表

(4) 収益及び費用の計上基準
当社は、顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配

が顧客に移転した時点、もしくは、移転するにつれて当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価
の額で収益を認識しております。

また、ソフトウエア開発サービスのうち履行義務が財又はサービスを他の当事者によって提供されるよう
に手配することであると判断する場合は、顧客から受け取ると見込まれる金額から仕入先に支払う金額を控
除した純額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

当社が主な事業としている検証事業（検証サービス）、開発事業（ソフトウエア開発サービス、保守サー
ビス、ソフトウエア販売）について、顧客との契約に基づき履行義務を識別しており、それぞれ以下の通り
収益を認識しております。取引の対価は履行義務を充足してから主として１カ月以内に受領しており、重要
な金融要素を含んでおりません。
（検証事業に関する顧客との契約）

・検証サービス
検証サービスにおいては、主にソフトウエアの品質に関する検証サービスを提供しております。
これらの取引は、サービス提供期間にわたり履行義務が充足されると判断し、一定の期間にわたっ
て収益を認識しております。

（開発事業に関する顧客との契約）
・ソフトウエア開発サービス

ソフトウエア開発サービスにおいては、主に作業請負契約及び開発請負契約を締結しております。
これらは一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間がごく短い工事を除いて、履行
義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、顧客との契約に応じ
て各報告期間の期末日までに発生した実際原価が、予想される見積総原価に占める割合または、経
過期間に基づいて行っております。

・ソフトウエア販売
当社における製品・ソフトウエア販売の主な内容は、セキュリティ関連及び業務系パッケージシス
テムのソフトウエアライセンス販売であります。
これらは通常、供与後に当社が知的財産の形態又は機能性を変化させる活動又はライセンス期間に
わたって知的財産の価値を維持するための活動を実施する義務を負わないため、使用権として一時
点（ライセンス供与時）で収益を認識しております。

－ 3 －
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個別注記表

・保守サービス
保守サービスは、サービスの提供期間にわたり充足していくと考えられます。そのため、約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点、若しくは、一定の期間にわたって収益を認識してお
ります。

(5) 重要な会計上の見積り
(5)-1 繰延税金資産の回収可能性
① 計算書類計上額

繰延税金資産　38,767千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

・算出方法
当社では、将来減算一時差異のうち、将来の収益力による課税所得に基づき、回収可能性があると
判断した部分について繰延税金資産を計上しております。

・主要な仮定
回収可能性の有無の判断は翌期以降の業績予測をベースとした課税所得の見積額に基づいて行って
おります。業績予測は、過年度の実績、市況等を加味し、総合的に勘案した上で算出しており、売
上高の成長見込み及びそれに伴う売上原価の見込みを主要な仮定として織り込んでおります。

・翌事業年度の計算書類に与える影響
将来の経済状況及び経営環境の変化により、主要な仮定が変動した場合には、当事業年度末で回収
可能と判断していた繰延税金資産を翌期以降に取り崩す必要性が生じる可能性があります。

(5)-2 履行義務の充足に係る進捗度に基づき一定の期間にわたり認識する収益
① 計算書類計上額

売上高　13,485千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

ソフトウエア開発サービスのうち、当事業年度末までの進捗部分について履行の充足が認められる契
約について、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。な
お、履行義務の充足に係る進捗度は、見積総原価に対する当事業年度末までの実際発生原価の割合に基
づき算出しております。

原価総額の見積りは、主にソフトウエア開発人員の人件費や外注費等の積算でありますが、当該見積
りに用いられる主要な仮定は、開発人員の作業に伴い発生が見込まれる工数であり、各プロジェクトの
規模及び複雑性を勘案して、専門的な知識と経験に基づいて見積っております。

なお、開発途中での仕様変更や、想定していなかった事象の発生などにより工数の見直しが発生し、
進捗度が変動した場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

－ 4 －
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個別注記表

定期預金 55,000千円
建物 326,323千円
構築物 12,744千円
土地 92,765千円

一年内返済予定の長期借入金 30,000千円
長期借入金 247,500千円

当座貸越契約及び貸出コミットメントラインの総額 350,000千円
借入実行残高 50,000千円

差引額 300,000千円

有形固定資産の減価償却累計額 134,361千円

2. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

上記の担保に供している資産のうち、定期預金には銀行からの借入債務に対し根抵当権（極度額50,000
千円）を設定しておりますが、事業年度末現在対応する債務はありません。

② 担保に係る債務

③ 当座貸越契約及び貸出コミットメントについて
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行3行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を
締結しております。事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

(2) 資産に係る減価償却累計額

－ 5 －
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個別注記表

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式(株) 1,376,000 － － 1,376,000

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式(株) 45 － － 45

配当金の総額 27,519,100円
１株当たり配当額 20円
基準日 2024年3月31日
効力発生日 2024年6月28日
配当の原資 利益剰余金

配当金の総額 27,519,100円
１株当たり配当額 20円
基準日 2025年3月31日
効力発生日 2025年6月30日
配当の原資 利益剰余金

3. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の増加は、単位未満株式の買取りによる増加分であります。
(3) 配当に関する事項

① 当事業年度中に行った剰余金の配当

② 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当のうち、配当基準日が当該事業年度中のもの
2025年6月27日開催の第40回定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

4. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認等であります。

－ 6 －
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個別注記表

5. 金融商品に関する注記

5-1．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、設備計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入及び社債発行）を調達しております。
一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金は銀行借入により調達しており、
投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、与信管理規程に
従い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っています。
投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。
敷金及び保証金は、賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されておりますが、賃貸借契
約締結に際し、差入先の信用状況を確認するとともに、差入先ごとの残高管理を行っております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金等について、短期借入
金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は設備投資に必要な資金の調達及び安定的
な資金残高を確保するための資金調達であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク

当社は、営業債権について与信管理規程に従い、取引先に対する受注及び債権の与信額残高を管理すると
ともに、与信管理部門が主要な取引先の財務状況を定期的にモニタリングし、回収懸念の早期把握や軽減
を行っております。

② 市場リスク（為替や金利変動等のリスク）
当社は投資有価証券については、定期的に時価や発行企業の財務状況を把握し、市況や発行企業との関係
を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク
当社は事業計画に基づき、財務担当部門で適時に資金計画書を作成・更新するとともに、手許流動性の維
持などにより流動性リスクを管理しております。

－ 7 －
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個別注記表

貸借対照表計額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) 投資有価証券(*1)
　①満期保有目的の債券
　②その他有価証券

10,000
26,357

9,949
26,357

△51
－

(2)敷金及び保証金 43,107 37,682 △5,424
資産計 79,465 73,989 △5,475

(3) 長期借入金（*2） 304,993 304,860 △132
(4) ﾘｰｽ債務（*3） 16,837 16,817 △19

負債計 321,830 321,677 △152

1年以内
（千円）

1年超5年以内
（千円）

5年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 738,487 － － －
売掛金及び契約資産 594,988 － － －
投資有価証券
(1)満期保有目的の債券 － 10,000 － －

合計 1,333,475 10,000 － －

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

短期借入金 50,000 － － － － －
長期借入金 47,525 39,968 30,000 27,500 30,000 130,000
社債 10,000 － － － － －
リース債務 4,912 3,403 3,504 3,610 1,406 －

合計 112,437 43,371 33,504 31,110 31,406 130,000

5-2．金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、時価を把握することが
極めて困難と認められるものは含まれておりません。

(*1)「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「短期借入金」、「1年内償還予定の社債」につい
ては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか
ら、記載を省略しております。

(*2)長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(*3)リース債務にはリース債務（流動負債）を含めております。

（注１）　金銭債権の決算日後の償還予定額

（注２）　社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

－ 8 －
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個別注記表

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券(*1)
その他有価証券 26,357 － － 26,357

資産計 26,357 － － 26,357

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1) 投資有価証券(*1)
満期保有目的の有価証券 － 9,949 － 9,949
(2) 敷金及び保証金(*2) － 37,682 － 37,682

資産計 － 47,631 － 47,631
(1）長期借入金(*3) － 304,860 － 304,860
(2）リース債務(*4) － 16,817 － 16,817

負債計 － 321,677 － 321,677

5-3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
レベルに時価を分類しています。

(1) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
(*1)投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。債券は日本証券業協会が発表している公社債店頭売
買参考統計値を基に算定しており、その時価をレベル２に区分しております。

(*2)敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、その将来キャッシュフローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現
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個別注記表

（単位：千円）
報告セグメント

合計
検証事業 開発事業 計

検証サービス 2,766,224 － 2,766,224 2,766,224
パッケージソフトウエアのカスタマイズ・受託
開発（業種テンプレート売上含む。） － 1,259,087 1,259,087 1,259,087

セキュリティ製品の開発・販売 － 128,802 128,802 128,802
顧客との契約から生じる収益 2,766,224 1,387,889 4,154,113 4,154,113
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 2,766,224 1,387,889 4,154,113 4,154,113

在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
(*3)長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む。）

長期借入金の時価は、元利金の合計額を当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(*4)リース債務（１年内返済予定リース債務を含む。）
リース債務の時価は、元利金の合計額を当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

6. 収益認識に関する注記

6-1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）セグメント間取引控除後の金額は含んでおりません。

６-2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針　1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（4）収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。

６-3．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュフローとの関係並びに当事業年
度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関
する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、未請求の残高及び請負契約によるサービス提供において、原価回収基準にて認識した収益
にかかる未請求の残高であります。契約資産は、顧客への請求時に売上債権へ振替えられます。
契約負債は、主に請負契約における顧客からの前受収益であります。契約負債は収益の認識に伴い取り
崩されます。
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個別注記表

（単位：千円）

期末残高
契約資産 13,485
契約負債 57,589

(1) １株当たりの純資産額 827円94銭
(2) １株当たりの当期純利益 60円25銭

② 履行義務に配分した取引価格
当社において、個別の契約が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価
の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

7. １株当たり情報に関する注記

－ 11 －


